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北海道大学 2004.3 

混雑が存在する経済における

動学的な最適資本所得課税

天野大輔

1.序章

新古典派的成長モデルを用いた最適資本所得

課税問題に関する規範的研究が. Judd (1985)及

びChamley(1986)によって着手された九両者

とも定常状態における最適資本所得税率はゼロ

になり，長期的には資本所得に対して全く課税

すべきではないという結果を得ている。社会的

厚生の最大化を目的とする最適課税問題の議論

は，バレート最適解を求める規範的な議論であ

る。例えば，そのような問題の解は，指令経済

の下で強力な計画当局による資源の効率的な配

分問題を解いた結果として達成されるべき最善

的配分である。このような計画当局による最適

配分は，市場経済においては，政府が定額税を

利用できるときに限り，初期賦存を適切に変更

することによって競争的均衡として実現でき

る。しかしながら，両者が取扱った社会的厚生

の最大化問題は，政府の税政策によって最善的

配分が達成されない経済を想定している。なぜ

ならば，市場経済を前提として，政府は各期に

ある程度の規模の政府支出を行う必要があるー

1) Judd(1985)は資本家と労働者から成る二階級モデル

を構築して，労働者に対する各期の定額移転の財源

を確保するために，政府が資本家の資本所得に対し

て資本所得税を課税するという前提の下で，再分配

問題を考察した。これに対して. Chamley (1986)は

代表的個人モデルを構築して，政府の公債市場が存

在し，かつ政府が各期にある一定規模の政府消費を

実行するという前提の下で，最適要素所得税問題を

分析した。また. Lucas (1990)は，内生的成長モデ

ルを構築して， Chamley-Juddの結果が成立するこ

とを示した。

方で，前提として定額税を利用できないので，

査みのある税を徴税手段として用いることを想

定しているからである。

政府が長期において家計の資本所得に対して

全く課税すべきでない理由は二つある。第一

に，資本所得に対する課税は，家計の異時点聞

の消費の決定ルールに歪みを与える。つまり，

異時点聞の消費の配分を非効率的にする。第二

に，課税後の資本収益率が低下するために家計

の貯蓄の低下を引き起こし，その結果，経済の

長期的な資本蓄積水準が減少する。このような

理由から，資本所得に対する課税は，経済全体

の効率性を歪める作用をもっ。それゆえ，長期

的には資本所得に対して全く課税しないこと

が，勤学的に最適になる(以降，彼らのこの命

題を IChamley-Juddの結果」と呼ぶ)。つまり，

Chamley-Juddの結果は，動学的な最適資本所

得課税問題に，静学モデルから得られたラムゼ

イ・ルールを対応させたものである九

2) Caba11e (1998)は，個人が二期間生存する世代重複

モデルを構築して，経済成長率を最大化する税政策

を理論的に分析した。彼は，個人の利他心が強い場

合には，経済環境が無限期間続く王朝モデルとして

作用するため.資本所得に対して全く課税すべきで

ないという結果を提示した。また， J ones et al. 

(1993， 1997)は.人的資本の蓄積によって内生的成

長が発生する 2部門モデルを構築して，長期的に

最適な資本所得税率及び労働所得税率がともにゼロ

になることを示した。 Milesi-Ferrettiand Roubini 

(1998)は，財生産部門と人的資本生産部門に余暇生

産部門を加えた 3部門の内生的成長モデルを構築

した。このとき，余暇及び新たな人的資本の生産技

術の定式化に関わらず， Jones et al.の結果が成立

することを示した。
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しかしながら，現実社会では，政府の財源調 本稿では，生産的な公的資本あるいは家計に

達手段として，資本所得課税政策は長期間にわ とって利用可能な公的消費を政府が供給する際

たって幅広く実施されている。それゆえ，

Ch叩由y-Juddの結果は規範的だが，必ずしも

現実的なものではない。 1990年代に展開され

た勤学モデルを用いた最適資本所得課税理論で

は，定常状態において非ゼロの最適資本所得税

率の生じる理論的根拠が，様々なモデルによっ

て提供されたへこれらの研究はいずれも，現

実経済では政府の財源調達手段として資本所得

に対する課税が常に実施されていることを説明

するために，規範的な根拠を提示したという意

味で極めて重要である。したがって，本稿でも

そのようなモチベーションに立脚し，非ゼロの

最適資本所得税率が生じる理論的根拠を補強す

る。

政府などの公的機関は，民間から徴収した税

収を財源として，企業の生産活動に役立つ社会

資本を建設するための公共投資を支出するとと

もあれば，家計の日常生活に直接的に役立つ公

的消費を提供することもある。例えば，前者の

社会資本に関しては，公共投資によって整備さ

れる高速道路，工業用水や通信施設などがあ

り，後者に関しては，上下水道や環境衛生施設

から提供される行政サービスがある。しかしな

がら，民間の経済活動が活発化すると，高速道

路の生産性は混雑(現象)によって目減りする

と考えられる。例えば，通行容量を超える台数

の車が高速道路を利用すると，交通渋滞が生じ

て輸送費用(通行時間や燃料費)が増加し，そ

の結果，道路が予想された機能を果たさないこ

ともある。同様に，裁判所の司法サービスや国

立公園の景観も，民間の利用者が増大するほ

ど，待機時間の増大や環境の質的悪化によっ

て，サービスが質的に低下すると考えられる。

3) Cham1ey-Juddの結果に対する反例を提示した先行

研究には， Correia (1996)， Guo and Lansing (1999)， 
Lansing (1999)， Coleman Il (2000)及びMino(2001)が

あるロ

に混雑が発生するモデルを構築し，民間の経済

活動がもたらす混雑が，長期的な最適資本所得

税率に与える効果を理論的に分析する。詳細に

述べると，混雑による負の外部性を伴う公的資

本ストックが，企業の投入要素として利用され

る経済，あるいは混雑を伴うフローの公的消費

が，家計の効用に影響を与える経済を想定す

る。その結果，財生産あるいは生産的公的資本

に外部性が発生する場合，長期的な最適資本所

得税率が一般的に非ゼロになることを示す。さ

らに，社会全体の平均的な私的資本ストックに

よる正の外部効果と混雑による負の外部効果の

大小関係が，資本所得税率の符号の決定に重大

な影響を及ぼすことを示す。

本稿の構成は以下の通りである。本稿では，

Cham1ey-Juddの結果に対する反例の一つを提

示する。次節では，民間の経済活動が公的資本

ストックにもたらす混雑現象と平均的な資本ス

ドック水準が財生産に与える正の外部効果が，

定常状態における最適資本所得税率に及ぽす影

響を考察する。さらに，その税率の符号は，二

種類の相反する外部効果の大小関係に依存して

決定されることを示す。 3節では，家計によ

って享受される公的消費(公共サービス)に混

雑が発生するモデルを構築する。例として，家

計の毎期の効用関数を対数型で特定化じ，資本

所得税率及びその符号がどのようにして決定さ

れるかについて議論する。最後に， 4節にお

いて帰結を述べる。

2. 生産的な公共資本に混雑が発生するモデル

2-1 企業

企業は，家計から賃借した私的資本丸と雇

用した労働サービス h，及び公的資本(社会的

インフラ g，を投入することによって. (最終)

財を生産する。このとき，各期の産出 y，は，

以下のような技術に基づいて生産されると仮定
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する 4)。
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Yt = f(kt ，ht ，gt ，kt) (1) 

公的資本ストック(から生じる公共サービス)5) 

ιは，すべての企業にとって利用可能で，か

つ与件とする。また.ktは各期の社会全体の平

均的な私的資本ストックの水準を表し，

fr(t) > 0であると仮定する。生産関数(1)は強い

擬凹関数で.ktとんに関して一次同次で，かつ

二階連続微分可能であると仮定する。また，

九(t)> O.九(t)> 0かつむ(t)> 0で，さらに稲

田条件を満たしていると仮定する。ととで，

f， (t)は.t期において対応する生産要素 ici = k. 

h. g. k )の限界生産力を表し，宅 (t)三号(丸.ht. 

gt. kt)である。このとき，民間部門の見地に立

っと生産技術はktとんに関して収穫一定の

性質を満たしているように見える。本節では，

対称均衡に分析の焦点を当てる。乙のとき，生

産者の数は 1に基準化されているので，各期

にkt=ktが成立することを要請する 6)

完全競争市場の下で， この経済には多数の同

質的な家計が存在すると仮定する。家計は企業

に対して自ら所有する私的資本を貸し付け，労

働サービスを提供する。他方，企業は各期に要

素市場で競争的に決められた実質資本レンタル

率 η及び、実質賃金率 Wtを，雇用した私的資本

と労働サービスの対価として家計に支払う。企

業は各期の利潤を最大にするような投入量の組

合せを選択するので，企業の利潤最大化問題は

以下のように定式化される。

~~{f(kt ，ht ，gt ，kt)一山一叫ん }qt

4)人口を lに基準化して，すべての物量変数を一人
当たり量(percapitめで測るとする。

5 )例えば，高速道路，空港，港湾からもたらされる輸
送サービスなどを指す。

6) Mino (2001)は，この条件を一致条件(consistency

condition)と呼んでいる。また，彼は，財生産技術
に関して外部的に収穫逓増が発生するモデルを構築
して，定常状態における最適資本所得税率が負にな
ることを示した。

ことで，初期時点における生産物価格を lに

基準化すると.qtはニュメレール (qo=1) で

測った各期の生産物価格を表す。企業にとって

価格変数の経路 {qr，yhm}:。は完全予見と

し，かつ与件とする。よって，利潤最大化の一

階条件は，以下のようになる。

η=九(t)

Wt 九(t)

2-2 政府及び混雑現象の導入

(2) 

(3) 

政府は，あらかじめ決められたインフラ整備

のための公共投資xF及び、ある程度の規模の非

生産的な公的消費 cFを実行すると仮定する。

政府はあらかじめ決められた公的消費及び公共

投資(以降，合わせて政府支出と呼ぶ)の流列

{cF ，xF}二の財源を確保するために定額税(例

えば，人頭税)を利用できないと仮定する。定

額税を利用できないことを前提とすると，政府

は将来にわたる政府支出の財源を，歪みのある

税からの税収によって確保する必要がある。ゆ

えに，政府は将来にわたる政府支出の財源を確

保するために，家計に対して各期に資本所得税

及び労働所得税{ザ34}ご。を課すと仮定する。

単純化のために政府は公債を発行できないと仮

定すると，各期に均衡予算を維持しなければな

らない。よって，政府の毎期の予算制約式は，

cF+xF= η~ I't kt十Tf叫んと表される。左辺は

政府の各期の歳出(政府支出)を，右辺は歳入

(税収)を表す。

さらに. Glornm and Ravikumar (1994 a) (以

降. G-Rモデルと呼ぶ)に基づいて，公的資

本ストック gtに以下のような混雑現象を考慮

に入れる7l。

gt= J(kt ，ht ，gt) (4) 

7) G-Rモデルでは，公的資本ストックはg，= 

g，I(k， • h， ) = g， /k."h/と定式化される。このとき，
I(・)は，民間の経済活動によって生じる混雑を表す
指数(index)を意味する。本稿では，このような G-

Rモデルの定式化をさらに一般化した(4)を用い
る。
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ただし. Jk(t)三O及びJ，，(t)::; 0と仮定する。

ここで. Ji (t)は期において対応する変数

iCi= k.h.g)による公的資本の生産性(すなわ

ち，インフラから生じる公共サービスの質)を

表し. Ji (t)三 Ji(ι ， ht ，gt )である。このよう

な仮定は，私的生産要素の利用量(投入量)が

増加するほど，公的資本による生産への寄与の

度合が低下することを意味する。つまり，私的

資本蓄積水準が増加すると，混雑が発生するた

めに，インフラから生じる公共サービスが質的

に低下することを示している。また.Jk(t) = 0 

かつ J，，(t)= 0の場合は，公的資本に混雑が発

生せず，インフラが純粋公共財であることを意

味するへまた.Jg(t) > 0と仮定する。

私的資本蓄積に関しては，各期に家計が資本

蓄積に向ける投資量を Xtk，定率の私的資本減

耗率をι(ただし. 8kE [0. 1)とする)と表す

とき，私的資本の蓄積方程式は，

kt+l = (1-ι)kt +Xt
k (5) 

として与えられる。他方，公的資本蓄積に関し

ては，各期の政府によるインフラへの公共投資

量を xl，定率の公的資本減耗率をι(ただし，

ιε[0. 1)とする)と表すと公的資本の蓄

積方程式は，

gt+l = (1ゆt+4 (6) 

として与えられる。乙のとき，この経済全体の

各期の資源制約式は次のように表される。

Ct +xtk+xl+cl=市，ht ， g t ，kt ) (7) 

2-3 代表的家計の効用最大化問題

次に代表的家計の最適化行動を分析する。こ

の経済には多数の同質的な家計が無限期聞にわ

8 )例として，技術的知識が挙げられる。とれに関して，

Glomm and Ravikumar(1994 b)は，公的資本の代わ

りに混雑の発生しない技術的知識ストックを用い

て，所得不平等と経済成長の関係を分析した。

たって生存しており，総人口は 1とする。ま

た，家計の私的消費と労働サービスの流列

{Ct ，ht };:。に関する選好が，以下のような異時

点聞の効用関数で与えられていると仮定する。

2r{u(cr，hr)+v(cf)} (8) 

乙こで.sは割引因子を表し. 0<β<1とす

る。瞬時的な効用関数 U(・)及びv(・)は，二階連

続微分可能な強凹関数とする。また.uc(t) > O. 

u，，(t)く Oかつ vc，(t)> 0で，稲田条件を満たす

と仮定する。ここで. ui (t) > 0はt期において

対応する変数 i(i=c.h)に対する限界効用を表

し. Ui (t)三 Ui(ct ，ht )である。公的消費の流列

は，家計にとって外生的に与えられ，私的消費

と労働サービスに対して，加法的に分離可能で

あると仮定する。ゆえに，公的消費の水準は，

私的消費及び余暇時間の限界効用には影響を与

えない。他方，家計の毎期の予算制約式は.Ct 

+Xt
k 
= (1ーす)rt九十 (1-T:')Wt ht と表され

る。この式の左辺は家計の各期の支出を，右辺

は可処分所得を表している。また，家計と政府

の毎期の予算制約式から財市場均衡条件式を導

出できるので，家計と政府の予算制約式が満た

されるならば，財市場均衡条件式も満たされ

る。

代表的家計は完全予見を前提として，無限期

間にわたる政府支出の流列 {cl，xF}亡。，租税

変数の経路{す，イ，}ご。及び価格変数の経路

{qt ， rt ， Wt }ご。が与えられたとき，私的資本の

蓄積方程式(5)と異時点聞の予算制約式(9)を制約

条件として，異時点間の効用関数(8)を最大化す

るように，私的消費(貯蓄)と労働サービスの

組合せの流列を選択する。すると，代表的家計

の効用最大化問題は，以下のように定式化され

る9)

9)本稿では，家計の生涯の予算制約に関して.割引現

在価値での均衡予算を許容すると仮定する。ただ

し，定常状態における最適資本所得税率についての

み分析したいので，長期的均衡において内生的成長

が実現可能であるとは仮定しない。
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大化するような税率の経路を選択する。しかし

ながら，これらの私的部門の条件式を制約条件

式としてすべて考慮して直接的にラグランジユ

アン関数をつくると，問題が非常に煩雑にな

る。そこで，本稿ではJoneset al. (1993， 1997) 

の手法に従って，この問題を簡単化する解法を

用いる。家計の一階条件式(12)-(14)，さらに企

業の一階条件式(2)，(3)及び私的資本の横断性条

件(11)を，家計の異時点間の予算制約式(9)にそ

れぞれ代入して整理すると， (9)は以下のように

2004. 3 

ててK2F(u(ct，hr)+v(cF)}

subject to 

kt+l = (1-ι)k， +xt
k 

2: q， (c， + xtk 
) 

∞、 (9)

= 2:qt 1(1-7nrtk， +(1ーす)Wtht I 
効用最大化の一階条件を求めるために，次のよ

うなラグランジュアン関数をつくる。

L=2F(u(川)+v(d)} 

十入gqr([(1ーす)η+1-ι]kt (10) 

-kt+l+ (1ー

また，最適化条件の一部として，次のような私

的資本の横断性条件を要請する。

j思qtkt+l = 0 

均衡価格の経路 {q，，rt ，Wt }ご。及び租税変数の

経路{すイI}ご。を所与として，代表的家計の一

階条件(次善解)を求めると，以下のようにな

る。ただし，初期時点での生産物価格は lに

基準化(qo= 1)されているので，初期時点にお

いて，入 =uc(O)が成立するととに留意する。

uc(t) 
qt =st三一 (12) 

uc(O) 

ー u，，(t)(1ーす)Wt=一一一 (13) 
uc(t) 

ucU) = sucU +巾-7/'-1-1) r'+l + 1 -Ok] 刈

このとき，家計は価格及び税率を所与として，

効用最大化を達成するために，条件式(12)-(14)

を満たすような配分の組合せを各期に選択す

る。

本稿で取扱う最適(資本所得)課税問題とは，

社会的厚生の最大化を達成するような(資本所

得)税率の経路を求める問題である。詳細に述

べると，課税当局は財市場の均衡条件，企業の

一階条件，さらに家計の一階条件及び異時点聞

の予算制約を制約条件として，社会的厚生を最

(8) 

(5) 

)
 

-l
 

(
 

書き換えられる。

∞ t Uc(t) 1_ ，U，，(t) 7_ 1 2:st -c:~~ Ic， + -tJ:-~ h， I 
t7o' Uc (0) l' Uc (t) . I 

=か{[(1ーす)η+1 -Ok] q， -qt-l } 

十九[(1-7sh+ 1-ιl 
これを整理すると，

2州c(t州t

を得る。ただし，

W(O)三叫(0)[(1-7S)九(0)+ 1 ι]koは， この

経済全体の初期資産を表す10)。また，とのよう

な操作によって得られた(15)は，彼らによると

実行可能'性制約式Gmplementabiliycons仕ainuと

呼ばれる。彼らの分析手法の特徴として，次の

二点が挙げられる。第ーに，家計の異時点聞の

予算制約式に含まれていた租税変数及び価格変

数が，すべて効用で測った物量変数に書き換え

られている。それゆえ，擬似計画者による配分

問題を解く際には，制約条件として考慮するロ

第二に， (15)によって私的部門の最適化行動が

一本の制約式のみで表すことができるので，計

画者の問題を簡単化するととができる。

10)政府が公債を発行できると仮定すると，経済の初期

苧産は"W~O) '" UC (O){ [(1-rt)九(0)+1-叫ん+
(1+Ro )bo fと表される。乙乙で， boは初期時点
に発行された公債のストックを，R。は初期時点に
おける公債の課税前収益率を各々 表す。
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これまでの操作の結果，本稿での社会的厚生

の最大化問題とは，価格変数の経路が与えられ

たときに，政府が直接的に租税変数の経路

{r/，イ'}ご口を選ぶのではなく，擬似計画者が物

量変数の流列 {Ct，ht ，品，kt+lιんkt+l川+刊叫1

問題に変換される。すなわち，擬似計画者は

ko及びgoを所与として，社会的厚生(ただし，

このモデルでは代表的家計の異時点間効用関数

と同値)を最大にするような配分の組合せ

{C， ，ht品 川

2-4 擬似計画者の配分問題 (pseudo-planner

problem) 

本稿では，市場経済を前提とした社会的厚生

の最大化問題を考察するために， J ones et al. 

(1993， 1997)による分析方法を利用する。詳細

に述べると，私的部門の一階条件を用いて価格

変数をすべて物量変数に変換した後，課税当局

が租税変数を選択する問題から，擬似計画者が

物量変数を選択する問題に変換する。乙のと

き，政府は，計画者による最適配分を私的部門

の各主体が自己実現的に達成するような税率の

経路を，初期時点で公表して必ず実行する。こ

の意味で，本稿のモデルの計画者は仮説的な存

在であり，社会的厚生の最大化問題は擬似計画

者による配分問題と解釈できる。それゆえ，社

会的厚生の最大化問題に直面する擬似計画者

は，価格変数及び租税変数を所与として，各々

の物量変数の最適配分を選択する。他方，課税

当局は私的部門がそのような配分を自己実現的

に達成するような税政策の経路を，初期時点で

公表して必ず実行する。このとき，擬似計画者

による配分問題は，以下のように定式化され

る。

11)モデルにおける実際の経済ではね及びgoを所与

として，課税当局によってある税政策 {T
f
/..，ザ}ご。が

選択されると，私的部門による最適化条件式から均

衡配分が決まり，その結果，代表的家計が到達しう

る効用水準が求められる。

mfジ{U(Ct，ht ) + v(d) } (8) 

subject to 

gt=J(ι，ht ，gt) (4) 

kt+l = (1ι)kt + Xtk (5) 

gt+l = (1ゆt+xl (6) 

Ct +xtk+xl+cl=市，ht，gt，kt) (7) 

2台UPグt[午中1判lトトドいμ[Uc(t)叫以附刷lc以W刷c(t刈(οωtけ)Ct+刊刊叫叫u叫町M附h〆山川tパρ(οt

ただだ、し，ko及びgoは所与である。 (15)は市場

経済を前提とした私的部門の最適化行動を表す

制約条件(実行可能性制約式)である。それゆ

え，計画者の配分問題の制約条件に(15)を加え

るということは，課税当局が市場経済を前提と

して(15)を満たすように，次善的な税政策の経

路を算定することを意味する。社会的厚生の最

大化の一階条件を求めるために，ラグランジュ

アン関数をつくると，次のようになる。

L=2β{U(Ct ，ht) +v(d)} 

+吋吋ψベ{~会かßt巾串相トトドいcパc(tοt山 +判叫吋u円U，，(〆(οt川 一W(附附ゆ仰0)

+2向 {f巾ん川川，J川J刊(kt，川 t)， kt] -Ct 

-ct
g 

- kt+l + (1 -ι)kt 

-gt+l + (1-ι)gt } 

次に， Jones et al. (1993， 1997)の方法に従っ

て，社会的厚生関数(8)と実行可能性制約式(15)

を一本の目的関数にまとめると，ラグランジユ

アン関数は以下のように書き換えられる1ヘ

12)社会的厚生最大化のための一階条件が必要十分であ

るためには，目的関数となる擬似効用関数が凹型で

あることが必要だが，本論では大域的に必要十分で

あると仮定して議論を進める。また，最適配分を実

現するような税政策の経路が，必ず存在することを

前提とする。
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L= 'L， s'W(c， ，h， ;ψ， c，g)ψW(O) (16) 

+台、{f[ι ，h， ，J(ι ，h， ，g， )， k，] -c， 

-c，c -k'+1 + (1 -ι)k， -gt+1 + (1-ι)g， } 

ただし，

W(c， ，h， ;ψ，cf)三 u(c，，h， ) + v(d) 

+ ψ [uc(t)c， + u叫円M帆刷h〆J刈tパ点刈(οωtけ)hんr
である。以降，目的関数W(・)を擬似効用関数

(pseudo-噌utilityfunction)と呼ぶ。

分析の便宜上，c，及び k'+1に関する一階条

件についてのみ取り上げると，一致条件(すな

わち，対称性の仮定Er=ι)より，以下のよ

うになる。

η， = wcCt) U7) 

向付11ι(t+ 1) +ら(t+ l)Jk(t + 1) 
L" U~ 

+な(t+ 1)+ 1-ιI = 7}， 

(17)を(18)に代入して定常状態 (station紅 y-stat巴)で

評価すると，Wc(t十 1)= Wc(t)三 W;が成立す

るので，次のような計画者の最適解(次善解)

が得られる。

β(立+ヰJ~ +ヰ+1-ι)= 1 (19) 

他方，代表的家計の一階条件(14)を同様に定常

状態で評価すると，次のようになる。

s [ (1-T!，) r* + 1ι] = 1 。0)
2-5 長期的な最適資本所得税率

社会的厚生の最大化を達成するために，定常

状態において代表的家計の一階条件(20)が擬似

計画者の最適解(1めを満たすためには，

(1-T!，)r* = 立+号J~ +f[が成立しなければな

らない。とれを 7ムについて解くと，

か -j(号日) 似)

が得られる。財生産関数及び公的資本(から生

じる公共サービス)に外部性が発生する限り，

定常状態における最適資本所得税率は一般的に

非ゼロになり，その符号に関しては Jk::; 0及

びfE>Oなので，

~J~ ~ ft- {::} T".之o
eJkく k

(22) 

が成立する。本稿のモデルには，民間の経済活

動から生じる混雑(の指数)が公的資本(から

生じる公共サービス)に与える負の外部効果

と平均的な資本ストック水準に伴う外部的な

収穫逓増による正の外部効果が存在する。 (22)

の結果は，長期的な最適資本所得税率の符号

が，これら二種類の相反する外部効果のどちら

が支配的であるかに依存することを意味する。

また，二種類の外部効果の程度が等しい場合に

のみ T!，=0が得られる。

一般的に，二種類の相反する外部効果の程度

が異なる場合には， (22)に従って課税当局は長

期的にも家計の資本所得に対して適切な水準の

課税を実施し，それによって間接的に私的資本

と公的資本の蓄積水準を調整する必要がある。

前者のほうが支配的ならば，社会的に過小な公

的資本蓄積水準(過大な私的資本蓄積水準)を

是正するために，長期的に正の税率を課す乙と

が，社会的に最適な税政策になる。この結果は，

政府は長期的に確保した税収の一部を公共投資

に振り向けると予想され，それによって社会的

な最適水準にまでインフラ整備を促進させるべ

きであることを意味する。他方，後者のほうが

支配的ならば，社会的に過小な私的資本蓄積水

準(過大な公的資本蓄積水準)を是正するため

に，長期的に負の税率(補助金)を課すことが，

社会的に最適な税政策になる。そのような経済

では，私的資本の生産増加に対する効果が大き

い。したがって，政府が長期的に家計に対して

補助金を支出するととによって家計の貯蓄を増

加させ，私的資本蓄積を加速させるべきであ

る。

命題.1 

生産的な公的資本が序在する経済では，生産

的な公的資本ストックiご対して混雑による負の
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外部効果と尉生産周数に平均的な私的資本スト が公的資本に混雑を発生させないので， JZ= 0 

ツクによる正の外部効果が発生する限り，定常 が成立する。これを(21)に代入すると Ch叩 uey-

状態におげる最適資本所得税率は一般的に非ゼ Juddの結果が得られる。

ロになる。ごのとき，長期的jご貨の外部効果が

支配的ならば!正の税率沢正の外部効果が支配

的ならば資の税率(補助金)が実現する。また，

双方の外部劫果の程度が等しい場合にのみ，最

適税率はゼロになる。

いま，財生産関数に対して，社会全体の平均

的な資本ストックの水準に伴う正の外部性は発

生しない(すなわち， f[= 0) と仮定する。す

ると， (21)より最適資本所得税率は，混雑現象

が発生しない(すなわち， JZ= 0)ならばその

ときのみ， Chむ叫ey-Juddの結果が得られる。

乙のように，本稿では G-Rモデルの結果と

Chamley-Juddの結果を含む，より一般的なモ

デルを構築することができたといえる。他方，

混雑現象が発生する(すなわち， J~> 0)場合

には，定常状態での最適資本所得税率は正にな

る。

命題.2

生産的な公的資本が存在する経済では，民間

の経済活動による混雑が発生する限り，定常状

態におげる最適資本所得税率は正になる。ただ

し，公的資本に混雑が発生しない場合には，定

常抗替におげQ最適資本所得税率はゼロにIJ:

る。

以下の議論も先と同様に， f[= 0と仮定す

る。 G-Rモデルでは，たとえ民間の経済活動

が公的資本に混雑を発生させないとしても，最

適資本所得税率が正(かつ一定)になると主張

している。乙れに対して，本稿の分析によると，

混雑による外部性が発生しない場合には，定常

状態における最適資本所得税率はゼロになる。

公的資本が純粋公共財であると，インフラ(か

ら生じる公共サービス)の生産性は，民間の私

的資本や労働サービスの利用の程度に全く依存

しない。ゆえに，少なくとも民間資本の利用量

G-Rモデルにおいて最適資本所得税率が混

雑の程度に全く依存しないのは，彼らの仮定に

原因がある。 G-Rモデルでは，政府は各期の

政府支出の財源を確保するために，家計の資本

所得と労働所得に対して均ーの所得税を課税す

ると仮定している。このとき，定常状態におい

て税率をゼロにしてしまうと，長期において歳

入(税収)が消失するので，政府は政府支出の

財源を確保できない。それゆえ， G-Rモデル

のように均一税を仮定する限り，政府は財源調

達手段として長期的に正の資本所得税を課税し

なければならない。

3.家計にとって利用可能な公的消費に混雑が

発生するモデル

3-1 公的消費

本節では， Tumovsky (1996)及びPiras(2001) 

に基づいて，代表的家計の私的消費，労働サー

ビス及び公的消費に関する選好が，以下のよう

な異時点聞の効用関数で与えられていると仮定

する。

L:βtU(Ct，ht ，Ctg) (2め

と乙で，uc，(t) > 0と仮定する。特に記述しな

い性質に関しては，前節の仮定に従う。さらに，

家計が享受する公的消費(公共サービス)に，

以下のような混雑現象を考慮に入れるl九

cF = D(Yt ，Zt ) (24) 

ここで，Ztは公的消費に振り向けられる政府

支出を表し，Dy(t)三O及びDz(t)> 0と仮定す

る凶。このような仮定は公的消費が生産規模に

13)例として，国立公園や裁判所からもたらされる公園
サービスや司法サービスなどが挙げられる。

14) Turnovsky (1996)及びPiras(2001)では，公的消費は
c，" = z，' (z， /y， )同 =z， y，'-l (ただし， 0三ε三1)と
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依存し，民間の経済活動が活発化するほど，公

共サービスが質的に低下することを意味する。

また.Dy(t) = 0のとき，公共サービスに民間

の生産活動による混雑が発生しないことを意味

する1九本節では，生産的な公的資本ストック

は考慮に入れない。乙のように仮定を変更する

と政府の毎期の予算制約式は， zr=Tfrrι

十 Ttlz叫んと表される。また，毎期の財市場均

衡条件は，次のように書き換えられる。

c， +'X，k + z， = y， = f(k， ，h， ，k， ) (25) 

3-2 擬似計画者の配分問題

擬似計画者による配分問題は，んを所与と

すると，以下のように書き換えられる。

m回 2β'u(c，，h， ，cn 
C均 "匂X;，Z41=0 

subject to 

k，+I= (1ι)k， +X，k 

2Fトc州

cl = D沖[卜f(川 ，k，)，必イzるz，] 包

c， +X，kμ+zゐ 巾，h九，，kλ川E瓦川，) 幼
次に，社会的厚生最大化の次善解を求める。

前節と同様に， この問題を擬似効用関数を目的

関数とする最大化問題に書き換えると，

L= ，~ß'U{C， ，h， ，D[f(k， ，h， ，k，)，z，]} 

+ ゅ{~ß' トc(t)c， + 叫円tパρ刈(tω川tο)

+ 2会かPグ'J.L川叶μん什rイ十(十f(かk川 ?ふ川五司) 

定式化される。本稿では，彼らによる定式化をより
一般化した(24)を用いる。

15)例として，国防や外交などの公共サービスが挙げら
れる。
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(23) 

と表される。乙乙で，擬似効用関数W(・)は次

のように定義される。

W(c， ，h"川 ，k，;ゅ)

= U{ c， ，h， D[ホ，h，，k，)， z， ] } 

+ゆトc(t)c， + u，，(川
分析の便宜上，Cr， Zt 及びkt+1に関する計画者

の一階条件のみを求めると，

μ， = Wc(t) = Wz(t) 。7)
(5) 

μ， =s[Wk(t+1)十 Wk(t+ 1)J 
， (28) 

+s.μ川 Ifk(t+ 1) + fk(t + 1) + 1 -ι| 

(1め
が得られる。 (28)に(27)を代入して定常状態で評

価すると.Wz(t+1)=Wz(t)三 W;が成立する

ので，次のような計画者の最適解(次善解)が

得られる。

Wi. ート W~ / ¥ 
1=β」可~+β(~+号+1-ι(29)

社会的厚生の最大化を実現するために，定常

状態における家計の一階条件。0)が計画者の最

適解仰)に一致するためには. (1一也)r*= 

(WZ + Wr)/W; +ヰ+ftが成立しなければなら

ない。これをTLに関して解くと，次のように

なる。

4トト=一一(件土竪止押+AE

一立

(30) 

したがって，民間の経済活動が活発化するにつ

れて，生産規模が家計にとって利用可能な公的

消費に混雑を発生させる限り，定常状態におけ

る最適資本所得税率は一般的に非ゼロになる。

ただし，その符号は不明である。
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命題.3

家計jごとフて利用可躍な公的消費 f公共すー

どス)/，ご対Lて，民局の生産拡大jごよQ混雑が

若生すQモデフルでは長期的な最遊資本所得税

率低一般的jご#ゼO/~fJ: Qo

3-3 効用関数の特定化

本節では，定常状態における最適資本所得税

率(30)を詳細に分析するために，代表的家計の

瞬時的効用関数を，次のような対数型で特定化

する。

U(Ct ，ht ，Ct
g
) = lnct +α1nht +γln cF (31) 

ただし， α，γ>0と仮定する。乙のとき，実行

可能性制約式(15)は次のように書き換えられるo

r(q十)
=2kr{[(1ーす)η+1 -8k]qt -qト l}

+ko [(1 -T~) 町 +1ι

これを整理すると，次のようになるo

EF=-L=-h-
t~' 1-s (1 +α)c o (32) 

XI (1 -T~)ι(0) + 1-ιI =W(O) 
次に，擬似計画者の配分問題を分析する。家

計の瞬時的効用関数が加)のような対数型のと

き，社会的厚生最大化の一階条件を求めるため

のラグランジュアン関数制)は，以下のように

書き換えられる。

L = 'L，stu(lnct十 α1nht

+由{D[f(kt，ht ，kt )，Zt ]} +v) 
UW(O)+23trト(kt，ht ，kt) 

+ (1 -8k )kt -kt+l -Ct -Zt ] 

Ct ，Zt及びk川に関する計画者の一階条件。の及

び(28)は，以下のように書き換えられる。
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(34)を(35)1:.::代入して定常状態で評価すると，次

のような計画者の最適解が得られる。
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家計の毎期の効用関数が対数型のとき，定常

状態における家計の一階条件(20)が計画者の最

適解(36)に一致するためには，(1一也)r*= 

(1 + D;/D;) (な+ヰ)が成立しなければならな

い。乙れをTLに関して解くと，次のようにな

る。

f D*. ¥ f ft. ¥ 
T-"_=1-11+ --.L 111+~1 山¥'D;; ¥ヰ/

(37) 
D*. ( ft. ¥ ft. 

=-_:11+~1-~ D; ¥耳; c 

。りより，号 =0と仮定すると，Dy三Oかつ

Dz > 0なので，7，ム=-D;/D;三Oが成立する。

他方，Dy = 0と仮定すると，if > 0 なので， _T~ == 

-if/立く Oが成立する。

命題.4

筑fffの癖時d仮渉用局長安'js対塁走塁手のとさ， 家計

が享受すQ公的持費jご対Lで，民l訪の生産拡大

jごよQ混雑Jづ境生Lなげれば定常抗留におげ

Q最遊資本所得税率f;i貨になQo 勉才，尉生産

jご対Lて，在会全体の号E均的広務的資本ストッ

ク水準1ごd::Q正のが郡佐j境生L広げれば;そ

の税率は正になる。
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(30)より，前節では定常状態における非ゼロ

の最適資本所得税率の符号は不明であった。し

かしながら，家計の瞬時的効用関数を対数型で

特定化すると，。ヵより相反する二種類の外部

性の有無及びその大小関係によって税率の符号

が決まる回。

(34) 
16) L叩 sing(1999)によると，家計(資本家)の効用関
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いま，平均的な私的資本ストック水準による 用いることによって，この問題をより簡単化し

正の外部性は存在しない(すなわち， fr = 0) て理論的に分析した。

と仮定する。仮に公的消費の生産関数(24)がゼ 二節では財生産関数に平均的な私的資本ス

ロ次同次ならば，オイラーの分配定理より，

DyY +Dzz = 0が成立する。乙のとき，Dy/Dz 

= -z/Yなので，定常状態での最適資本所得税

率は T~=Z'/Y キ >0 となり，長期における産出

に対する政府支出のシェア(政府支出一産出比

率)に一致するへこの結果は，家計が享受す

る公的消費に対して民間の生産活動がもたらす

混雑によって公共サービスが質的に低下する経

済では，政府は社会的厚生の最大化を達成する

ために，過剰な私的資本蓄積がもたらす非効率

的な生産拡大を抑制する必要があることを意味

する。それゆえ，政府は民間による生産活動が

公的消費にもたらす混雑(負の外部効果)を内

部化するために，長期的に家計に対して課税す

べきである。このように，定常状態での最適資

本所得税率は，財生産関数及び混雑現象の定式

化に強く依存している。

4. 帰結

本研究では，離散時間で無限期間にわたって

生存する代表的個人モデルを構築して，動学的

な最適資本所得課税問題をより一般的に考察し

た。さらに， Jones et al. (1993， 1997)の手法を

数が私的消費に対して対数型の場合には，今期の私
的消費の決定ルールが，資本所得税率の経路ではな
く，私的資本の今期の課税後収益率にのみ依存す
る。つまり，家計は将来にわたる税率の経路ではな
く，今期の課税後資本収益率のみを観察することに
よって今期の消費と貯蓄を決定する。そのため，政
府は家計の最適消費の経路を予想することができな
いので，家計によって選択される最適配分を分権化
することができないE

17) D， = -Dy (例えば，D(Yt ，Zt) =石 川の場合)の
とき，定常状態での最適資本所得税率は込=1と
なる。この結果は，政府が家計に対して 100パーセ
ントの率で没収的に課税すべきであることを意味す
る。しかしながら，この結果は財市場均衡条件によ
り，各期の公的消費が負になることを意味するた
め，実現不可能である。

トックによる正の外部効果と，公的資本ストッ

クに民間の経済活動がもたらす混雑による負の

外部効果が発生する場合において，定常状態に

おける最適資本所得税率及びその符号が，どの

ようにして決定されるかについて議論した。本

稿の分析によって， G-Rモデルの結果は，彼

らによる仮定に依存していることが判明した。

それゆえ，本稿では G-Rモデルの仮定を緩和

する乙とによって，最適資本所得課税問題に関

して，より一般的に帰結することができた。つ

まり，定常状態における最適資本所得税率は，

正と負のどちらの外部性が長期的に支配的にな

るかということに依存して決まることが判明し

た。さらに，その符号は，長期的に正の外部性

が支配的ならば負に，負の外部性が支配的なら

ば正になる。前者の場合は，家計による貯蓄(投

資)を増加させて，社会的に過小な資本蓄積水

準を是正するために，長期的に補助金を支出す

るととが最適な税政策になることを意味するロ

後者の場合は，課税当局は長期的に家計の資本

所得に課税することによって，社会的に過大な

資本蓄積水準を是正して，負の外部効果を内部

化させるべきであることを意味する。

三節では，家計が享受する公的消費(公共サ

ービス)に対して，民間の財生産活動による混

雑が発生するモデルを構築した。民間の経済活

動が活発になり，生産規模が拡大するにつれ

て，家計にとって利用可能な公的消費は質的に

低下する。乙のとき，定常状態での最適資本所

得税率は一般的に非ゼロになるが，その税率の

符号は不明である。しかしながら，家計の瞬時

的効用関数が対数型の場合には，税率の符号が

二種類の相反する外部性の有無及びその大小関

係に依存して決まるととが判明した。

本稿のモデルには，拡張できる余地が依然と

して残されている。本稿では二種類の相反する

外部効果の大小関係が，移行経路に与える影響
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を考慮に入れていない。したがって，これらの

外部性が移行経路に及ぼす影響は，検討に値す

ると思われる。

*本稿執筆にあたり，北海道大学大学院経済学研究科板

谷淳一教授には細部にわたり有意義な助言を数多く頂い

た。また，板谷教授長期出張中には同研究科内田和男教

授にもご指導を頂いた，この場を借りて深く感謝の意を

表したい。なお，本稿における誤りは，すべて筆者の寅

に帰されるものである。
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